
決算報告書（令和7事業年度）

建設業退職金共済事業等勘定 (単位：百万円)

収　　入 61,879 61,688 △191

国庫補助金収入 1,326 1,203 △122

業務収入 59,998 60,041 43

掛金等収入 56,839 56,690 △149

運用収入等 3,159 3,351 192

業務外収入 44 35 △9 大手から中小へ移行に伴う証紙交換等の減

一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 496 406 △90 受入件数の減

清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 0 － △0

林業退職金共済事業等勘定より受入 15 3 △12 受入件数の減

支　　出 76,213 67,069 △9,144

退職給付金等 68,162 60,520 △7,642 支給件数の減

業務経費 4,721 3,278 △1,443

退職金共済事業関係経費 4,580 3,243 △1,338 管理諸費の減

運用費用等 140 35 △105 返還掛金の減

一般管理費 30 222 192 システム設置費用等による増

人件費 657 702 45

一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 2,625 2,342 △283 繰入件数の減

清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 0 － △0

林業退職金共済事業等勘定へ繰入 18 4 △14 繰入件数の減

(注）損益計算書の計上額と決算額の相違点
（１）「運用収入等」「運用費用等」の決算額には金銭信託等の評価損益が含まれておりません。
（２）「業務経費」「一般管理費」の決算額には減価償却費を除き有形固定資産購入額が含まれております。
（３）「人件費」の決算額には退職給付費用の一部に計上している企業年金基金掛金と退職手当金が含まれております。
（４）決算額には、支払備金及び責任準備金の繰入・戻入は含まれておりません。

差額(B)-(A) 備考区　　分 予算額(A) 決算額(B)


